研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　　　青山荘　　　　　職　種　　社会復帰指導員　　　　氏　名　山口　碧

	期　　間　　平成１9年3月15日　～　平成19年3月16日

	出張目的　　青森県精神障害者社会復帰施設協会　平成１８年度研修会参加の為

	出 張 先　　弘前文化センター

	＜考察＞

今回、障害者自立支援法移行に関する講演を聴き、自立支援法は当事者、事業所の両者にとって厳しい現実を突きつけられた法律であると感じた。そのため、制度そのものについて改善すべき箇所が多いからこそ新体系へ移行する施設は少なく、他事業所の様子を静観する事業所が多いのだと思った。確かに、障害者が福祉の枠を越えて一般労働者と同等の質の生活を送るためには、福祉という垣根の中で安住しているだけではなく、自分たちで賃金をできるだけ多く得る努力も必要であり、だからこそ報酬単価や定員確保に関する課題が噴出しているのだと思う。しかし、賃金を得ることだけが障害者の社会復帰につながるとは思えず、分科会で某授産施設スタッフが述べていた「利用料が発生することで利用者が経済的負担を感じ、通所を止めるのではないかとの不安がある。」とも話していることから、障害者の生活の質の満足度を高めるという点では不十分な法律ではないかと思う。また、就労移行・継続支援事業を作り上げたものの、企業への啓発や、障害者を雇用する企業側を支援する取り組みも同時に進めなければ就労訓練で終わり、就労という次のステップに移行できない障害者を増やすおそれもあるのではないかと思った。さらに、デイケア、訪問看護の方が報酬単価が高いことから、施設利用者がそれらの方へ流出する危険性については、今後、各事業所が利用者にとって魅力あるプログラムづくりをしていかなければならないと感じた。現在、青山荘では入所者のほぼ全員が日中の活動場所としてデイケアに通所しているが、今後はただデイケアで取り組んでいるプログラムと独自のプログラム作りを進め、デイケアとの相違性をより明確に図らなければならないと思った。

講演後に行われた分科会では「就労支援」に参加させていただいた。分科会では、新体系に実際に移行したつがる野工房の現状を聞き、同事業所から出された議題について、意見を参加者に求め議論する形式で進められた。しかし、実際に移行した、もしくは移行について具体的展望を持つ事業所が一つもなく、話が具体的に進展することがなかった。それよりもむしろ新体系移行への不安が各事業所も根強く、何の為の自立支援法なのか疑問視する声が多くあがった。私も、つがる野工房スタッフの話を聞き、本来の障害者の「自立訓練」施設という意味合いが薄れ、報酬単価と定員充足のために事業所が利用者確保に追われることで、自分らが障害者のニーズに応えるために何が出来るか、という本来の仕事の目的を忘れてしまうのではないかとの危険性を感じた。一方、私と同じ生活訓練施設から参加した事業所のスタッフは皆、勤務年数が浅い方ばかりであったこともあり、自立支援法にかかわる施設の今後の方向性について話すよりも、施設同士の処遇方法について意見を交わすことが多かったように思う。

今回の研修を通じて、障害者自立支援法は施行後日が浅いこともあり、まだまだ議論すべき課題が多く、支援費制度と同様、見切り発車で施行された法律であると感じた。それとともに、当事者・職員にとっても福祉の理念から脱却しなければうまくいかない法律なのだと思った。障害者自立支援法について、私はまだまだ勉強が足りない為、今後も学んでいきたい。



＜研修要旨＞
特別講演「障害者自立支援法と精神障害者社会復帰施設～移行へ向けた準備の進め方」

○現状

· 障害者自立支援法施行により、今後障害分野が医療圏域に飲み込まれる危険性がある。

· 国が言う「統一したサービス」は絵に描いた餅である。

· サービスが一元化されたスタイルではない。
· 移行を急いでいるのは作業所関係。
· 移行したのは全体の2～3％で通所施設が多い。
· 生活訓練施設は殆ど移行していない。
· 地域生活支援センターはサービスの格差が広がっている。
· 知的障害・身体障害者分野は精神障害者分野に比べて量・質ともに大きく充実している。
○報酬単価について

· 定員は40人であるが、定員を超えると報酬減算（60人以上だとさらに減算）

⇒定員を超える利用人員がいる場合、複数のグループに分ける必要がある

· 23日以上の利用は請求できない

· 稼働率について

⇒利用者が20人程度の場合、85％以上でなければ現在より確実に単価は下がる。

⇒利用者が26～28人程度の場合、85％であれば現在より単価は上がる。

⇒週又は月に数回しか来ない人は定員に入れず、毎日通所する人を稼働率に換算する。

○課題・展望

· 稼働率の悪さの問題＋日払い（報酬単価）の問題

⇒三障害ともに月額払いを求めている

· 併設施設をうまく活用すべき

· 退院促進支援事業により、7万2千人の患者を退院させた場合、療養病床が30％削減

⇒7万2千人の内訳：

　　　障害程度区分１～2の精神障害者（70％）はすぐ退院できる

　　　障害程度区分3～4の精神障害者（30％）の人は社会復帰訓練が必要

　　　→この人たちの受け皿を私たち（社会復帰施設関係の事業所）がどう作っていくか

· デイケアや訪問看護に「障害程度区分3～4の精神障害者（30％）」が流れる危険がある。

（実際、医療機関にとってデイケアや訪問看護の方が報酬単価が高い）

⇒住まいの場だけではなくいろいろな場の提供が必要

· 地域の福祉資源を使わなければ医療機関は生き残れない

⇒病院（入院病床）は現存させ、外来・デイケア等は地域の中心部に設置するのが将来的な姿。

· 精神障害者分野は発展する要素が大きい。

· 入所授産施設は就労移行・就労継続支援施設に移行しやすい。

分科会３ 就労支援

「地域生活支援センターから就労継続支援B型への移行の経験から」（つがる野工房より事例提供）

○概要

つがる野工房は

「つがる野工房パッケージセンター（就労継続支援A型10人、B型10人）」（作業内容：紙器）

「ジョブネット（就労継続支援B型10人）」（作業内容：金魚ねぶた、リサイクルショップ）

「さくら工芸（就労継続支援B型10人）」（作業内容：金魚ねぶた、リサイクルショップ）

「通所授産施設（旧体系）」

からなる法人。

平成18年10月、地域生活支援センターの移行時期に、活動支援センターではなく就労継続支援B型を選択した。

○自立支援法スタートで見えてきた課題

· 自立支援法で利用者負担が増えた為に利用を中止した人あり。

· 利用の相談に来たが利用者負担があるから利用しないと変更した人あり。

· 利用の相談に来たが、利用者負担があるからと、利用決定まで時間がかかった人あり。

· 厚生労働省は「工賃倍増」の掛け声で、従来の工賃だけではだめという情勢にある。

⇒「就労移行支援」への移行も考えたが、一般事業所への移行の実績も少ないし、本当に実施できるものか。

○話し合われた内容・意見

· なぜ、すぐに障害者自立支援法上の施設体系に移行したのか。

⇒5年後を見据えた上での判断（報酬単価が毎年5％ずつ減額することは目にみえていた）

· 「活動支援センター」ではなく「就労継続支援B型」を選択した理由

⇒20人/日の利用者確保は困難と思われたため（弘前市内には支援センターが多く、人数確保は困難だと判断した）。

　今までは就労をメインに事業を行ってきていたため。

· 利用者負担が発生（460円/日）した為、工賃から利用料を差し引くとマイナスになる方もいる。（就労継続支援A型の賃金は時給610円、就労継続支援B型の賃金は時給300円。就労継続　　　　

支援B型の場合、工賃から利用料を差し引くと＋1000円程度。）

⇒移行を考えているが、利用料を取られたら（施設利用を）やめるという人もおり、移行をためらってしまう。

· その日の出勤率で報酬単価が決まる為、自立よりも利用者確保を優先しなければならない。

⇒定員を確保するためにも、利用料がかかっても利用したいと思えるような取り組みが求められている（低料金での昼食弁当の提供を現在実施しており、今後は家まで送迎に行くことも検討中。）

· 「就労移行支援」へ移行した場合、利用者負担は736円/日に値上げとなるため、ますます利用者確保が困難となるのではとの不安がある。

· 近年、利用希望者の中に統合失調症を患う精神障害者だけではなく、「人格障害」「パニック障害」を持った患者を他病院から紹介されるケースがあり、対応に苦慮し、利用を断わる場合もある。
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